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グループ事業統括部は社会基盤ソ
リューション事業本部に連結する地
域会社 9社を含む 12社を統括して
いる。　
グループ各社は、培った得意技を
活かし、地方公共団体や地方金融機
関および地元有力企業といったお客
様のもとへ足を運び、地域に根差し
た IT サービスの提供によって社会
基盤の高度化に取り組み、またグ
ループ間の連携で全国区のソリュー
ションを展開することで一定の成果
を上げてきた。
その一方で抜本的な業務改革や労

働生産性の向上を支援するための技
術が近年急速な発展を見せている。
現在では、
①新型コロナウイルスへの対応で浮
き彫りになった自治体業務の効率
化の課題
②自治体サービスの早期立ち上げに
対する期待の高まり
③多発し大規模化する災害への迅速
な対応
など、人手不足が顕在化する中で高
度な対応を実現することが求められ
ている。

NTTデータグループでは、この
ような社会と技術の変化を踏まえ、
Digital技術を活用した付加価値の
高いソリューションを提供していき

たいと考えている。そのためには、
従来からある NTTデータグループ
の強みを活かしたソリューションを
磨き上げることはもちろんのこと、
自前に拘らずに幅広く NTTグルー
プ内外のパートナーが持つソリュー
ションを活用することにより、お客
様のビジネス価値の最大化に貢献す
ることができる。
このような考えのもと、今中計で
は以下の① ~④を基本方針（成長ド
ライバー）とした。（図１）
①地域柱顧客の確立とビジネス拡大
②Digitalケイパビリティの強化
③全国一体経営の更なる強化
④公共社会基盤分野の事業パート
ナー化推進

NTT データの地域ビジネスでは、様々な先進テクノロジーを効果的に組み合わせて提供することで、地域と顧客両方の
サステナブルな発展に貢献することを目標としている。本記事では、地域ビジネスの基本方針と各社のソリューション展
開の取組みをご紹介する。

4 地域ビジネス

デジタルテクノロジーで、地域と顧客の可能性を
拡大する
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グループビジネス　FY22-25中期経営計画

成長ドライバー③

全国一体経営の更なる強化
前中計で進めてきた全国一体経営施策の更なる強化を図る
人材獲得（新卒・中途）の強化、多様な人材の活躍できる環境づくり
経営管理領域のみならず、人材育成/PMO等のバックオフィス機能の効率運営を進める
ブランディング/マーケティング機能の強化を行い、ビジネス効果を創出する

成長ドライバー①

地域柱顧客の確立とビジネス拡大  
安定的な収益が期待できる地域柱顧客（優良顧客）を
増加させ、ビジネス拡大を狙う
アカウント営業機能、コンサル機能等のラージアカウント
に食い込むためのケイパビリティの強化を行う

成長ドライバー②

Digitalケイパビリティの強化
顧客に刺さるDigitalオファリングを
戦略オファリングと定義し、地域市場を獲得する
本社と強連携したマーケティング、人材育成を推進し、
グループのレバレッジを活用する

成長ドライバー④ 公共社会基盤分野の事業パートナー化推進  
公共社会基盤分野の成長を支える事業パートナーとしての役割を強化する  

図１　中期経営計画（FY22-25）における基本方針
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グループ各社は基本方針に基づ
き、それぞれが持つ特色あるソ
リューションを強化し、本社と強連
携してのマーケティング、人材育成
を推進して、それぞれのお客様の
DX化を支援していく。
地域会社 9社は、2023年度で設
立 20周年を迎える。NTTデータ・
エム・シー・エス（1973年設立）、
日本電子計算（1962年設立）、ハ
レックス（1993年設立）もまた、
長い歴史を持ち、それぞれに発展し
てきた会社である。NTTデータの
地域ビジネスはこれら歴史ある 12
社が、単独の強みだけでなく、一丸
となって地域社会への貢献及び全国
展開を進めることで、地域とお客様
の可能性の拡大を目指していく。
以上が地域ビジネスの基本方針で
ある。ここからはグループ各社が実
際に行っているソリューション展開
についてご紹介する。

前述の通り、グループ 12社では
公共・金融・法人の３分野横断的に

である。
業務システムを熟知している強み
を活かし、フロントオフィスの電子
申請だけでなく、バックオフィスで
の処理にも配慮されたサービス設計
がなされており、住民の利便性はも
ちろん行政職員の業務効率化にも貢
献。進化を続ける IT環境や法改正
に伴う機能拡張も継続的に対応し、
柔軟にサービスを提供しているのも
特長であり、都道府県と市町村の共
同利用にも対応している。サービス
基盤は NTTデータグループの堅牢
なデータセンターに設置され、イン
フラを担ってきた NTTデータグ
ループならではの信頼性の高さも大
きなメリットといえる。（図２）
さらに本サービスは住民様のご利
用用途の利便性なども考慮し、
「e-TUMO APPLY」において、スマー
トフォンのみで完結する LINE Pay、
PayPay、楽天ペイやキャリア決済な
どのキャッシュレス決済機能を
2022年 1月より提供開始。従来、
提供していた Pay-easy（マルチペイ
メントネットワーク）やクレジット
カード決済に加えて、昨今、利用者

ビジネスを展開している。
NTTデータグループが提供する
ソリューションの進化・様々な
Digitalオファリングの活用・アカ
ウントビジネスの強化を通し、お客
様の「デジタルトランスフォーメー
ション（DX）」、地域の社会課題解
決を支援していくビジネスに注力し
ている。

●庁内業務の効率化、住民向けサー
ビス向上を支えるソリューション
NTTデータグループでは地方自

治体のデジタルトランスフォーメー
ションを支えるため早くから様々な
ソリューションを提供し、国内でも
有数の実績を構築してきた。

NTTデータ関西が提供する行政
サービスのデジタル化を実現するク
ラウド型サービスの「e-TUMO®行
政総合サービスモール」は、26都
道府県約 800団体でご利用いただ
くなど、圧倒的シェアを誇る電子申
請サービスを中心に、粗大ごみ受付
や汎用予約などのサービス群で構成
されたインターネットを介して住民
と行政をつなぐ総合サービスモール

図２　「e-TUMO行政総合サービスモール」概要

地域ビジネス向け
ソリューションの紹介
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の多い LINE Payや PayPay等の支払
手段を増やすことで、住民は普段使
い慣れた決済方法を利用でき、より
使いやすい、身近なサービスを実現
することで、自治体 DXや行政手続
きのオンライン化を推進している。
2022年 4月には電子申請サービ
スから申請されたデータを自治体が
運用している基幹系の各種システム
側から取得できるよう、APIを実装
するサービスを提供開始。
従来は、電子化されたデータを既
存の基幹系の各種システムに取込む
には、自治体の職員が、申請された
データを検索・抽出後、CSV形式
で出力し、業務システムに取込むな
どの手動での作業が必要だったが、
連携 APIの仕様に沿って、基幹系
の各種システムに「データ取得処理」
および「データ更新処理」機能を追
加改修すれば、申請データを業務シ
ステムに取込んだり、処理結果で申
請データを更新したりする作業を自
動化することが可能だ。
基幹系の各種システムへのデータ
連携の自動化を実現することで、自
治体の職員の手作業によるデータ連
携の負担が軽減されるだけでなく、

人的な操作ミスや情報漏洩のリスク
の低減、審査業務時間の短縮にもつ
ながり、行政手続のオンライン化の
促進と自治体 DXの推進が、一層加
速すると期待される。

●「ローコードプラットフォーム」
を活用した新たなDXへの挑戦
急速な市場の変化とビジネスモデ
ル変革を促す革新的技術が登場し、
企業の競争力維持が求められるなか、
戦略的投資を加速させデジタルトラ
ンスフォーメーション（DX）を実現
することがどの業界においても急務
となっている。DX推進をするため
の次世代システム基盤として従来の
開発手法に対して圧倒的な生産性を
持ち、かつ ITの高度利用を実現する
各種 AIやモバイル等の最新技術を取
り込みやすい「ローコードプラット
フォーム」が注目されている。また
人財不足による ITシステムの機能不
全が危惧される「2025年の崖」の
回避としても期待されている一つの
テクノロジー技術である。

NTTデータグループでは海外の
有力ベンダーとのパートナーシップ
を結び、国内でも様々なシーンの実

績を構築している。地域会社におい
てはこうした最先端のテクノロジー
と NTT データグループの持つノウ
ハウを活用して、地域企業の DX支
援のサービスを展開している。
昨今での活用事例として、NTT

データ北海道では 2021年新型コロ
ナ感染拡大に対するワクチン接種支
援において、ワクチンの予約受付か
ら結果登録までを一気通貫で支援す
るシステムを実現した。ワクチン接
種のスピードが加速する中で、市町
村単位で予約から接種、結果記録ま
でのプロセスごとに異なるシステム
が利用されており、またそれらのシ
ステム間を職員の手作業やメディア
受け渡しが介在されている状態で
あった。　
各自治体への人的リソース観点で
の支援が難しい中、事務作業のプロ
セスを一気通貫したシステムで抜本
的に効率化するべく、NTTデータ
北海道では ServiceNowを活用し海
外でのワクチン接種に対応したワー
クフローシステムをベースに、他必
要な機能をテンプレートとして順次
並行追加し、ワークフローの統一化
したことで事務作業の大幅な効率化
を実現するとともに住民に対して高
い利便性を提供することができた。
「ローコードプラットフォーム」
を活用したシステムは限定的な利用
だけではなくより幅広い住民サービ
スの提供に向けて活用していくため
の可能性を模索している。
他自治体においても「ローコード
プラットフォーム」を活用した自治
体内の職員の業務負荷を軽減する
ワークフローの実現など多岐にわ
たって取り組んでおり、価値提供や
利用シーンが拡大している。

e-TUMO行政総合サービスモールを支えるメンバー
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●「危機管理防災」領域におけるソ
リューション
昨今の大型台風による日本各地で
の甚大な被害を顧みても、自然災害
に対する危機管理防災分野への ITや
デジタル技術の活用は継続的な社会
課題となっている。NTTデータグ
ループでは、自治体にとっての最重
要ミッションともいえる災害対策に
おいて、デジタル技術を活用して災

災害対策を支援できるように設計さ
れており、都道府県・政令市全国シェ
ア No.1の「総合防災情報クラウド
サービス（EYE-BOUSAI）」システ
ムである。災害発生時の情報を一元
的に集約して可視化し、住民の生命
や財産を守る活動に貢献する「状況
認識の統一」と「意思決定支援」を
重要視した、導入実績および実災害
での運用実績が豊富な総合防災情報
システムだ。職員だけでなく、関係
機関・住民からの被害情報や、様々
な観測情報・避難情報などをリアル
タイムで共有することで、住民の確
実な避難や行動を支援。どこからで
も場所を選ぶことなくインターネッ
トを介して利用できる災害に強いク
ラウド型の総合防災情報システムで
あり、あるべき姿に向けて継続的に
バージョンアップを実施している。 

昨今では、これまでの地方自治体
における実運用のノウハウや経験を
基に、法人・公益企業の災害対応業
務に適したシステムも提供し幅広い
観点で住民の生命や財産を守る活動
に貢献している。

グループ 12社では、今後も地域
の得意領域の拡大と Digital 技術を
活用したソリューションを中心に全
国展開を実施していくのに加え、急
速な市場の変化やビジネスモデル変
革、お客様ニーズの多様化に対し、
NTT データグループ総力戦で地域
ビジネスの発展と拡大に貢献してい
くことを目指している。

害対応力を進化させる「D-Resilio®」
にて、豊富なサービスラインナップ
を取り揃えている。
これら防災ソリューションの中核
を担うのは NTT データ関西が提供
する「総合防災情報クラウドサービ
ス（EYE-BOUSAI®）」である。地震、
津波、台風等のあらゆる災害発生時
の基本的なフローに基づき、複数の
システム・サブシステムが連動して

図３　「EYE-BOUSAI」概念図

「EYE-BOUSAI」を支えるメンバー

新たなビジネス領域・
ソリューションの拡大と進化


